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広島市市営住宅等管理業務の細目 

 

１ 全市域の市営住宅等の抽選会の実施及び抽選結果の申込者への通知業務 

 並びに募集案内の作成業務  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P  13 

２ 全市域の市営住宅等の中区役所及び南区役所における応募申込の受付業務・・・・P  16 

３ 建築物及び建築設備等定期点検業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 19 

４ 霞住宅集中管理設備管理及び監視等業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 28 

５ 基町アパート集中管理設備監視及び警備等業務・・・・・・・・・・・・・・・・P 30 

６ 給水・排水施設維持管理業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 33 

７ 貯水槽の清掃及び水質検査業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 35 

８ 自家用電気工作物保守点検業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 41 

９ 昇降機施設保守点検業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 47 

10 自動扉開閉装置設備保守点検業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P  52 

11 消防用設備保守点検業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 53 

12 児童遊園内遊具等の管理業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 71 

13 基町中央店舗附設駐車場警備業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 76 

14 基町店舗附設駐車場ほか１施設ごみ収集・運搬業務・・・・・・・・・・・・・・P 78 

15 基町ショッピングセンター等（特定建築物）維持管理業務・・・・・・・・・・・P 79 

16 基町団地中央施設遊歩道ほか２施設清掃業務・・・・・・・・・・・・・・・・・P 81 

17 アスベスト濃度測定業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 84 

18 除草業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 85 

《 別 添 ２ 》 
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19 樹木剪定業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 87 

20 一般修繕業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P  89 

21 軽微な修繕及び応急処置業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P  93 

22 不定期業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P  96 

23 入居者の退去時等における検査、指示及び報告業務・・・・・・・・・・・・・・P 108 

24 空き家修繕業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 112 

25 大規模修繕工事等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 115 

26 市営住宅附設駐車場等管理業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 118 

27 浄化槽維持管理業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 125 

28 中区及び南区にある市営住宅等の入居者等の管理業務・・・・・・・・・・・・・P 126 

（注１）各業務細目中、「甲」は広島市を「乙」は指定管理者を示す。 

（注２）各種業務細目中、甲（広島市）に提出を義務付けている業務完了報告書等の提出先につ

いては、別途指示する。 
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全市域の市営住宅等の抽選会の実施及び抽選結果の 

申込者への通知並びに募集案内等作成業務 

 

１ 乙は、当該業務を行うにあたり、この業務が市民に対する市営住宅等への入居の機会の公平を図るもの

であることを認識して、適正に業務を行わなければならない。 

２ 業務の範囲は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 市営住宅及び店舗（以下「市営住宅等」という。）の公募に伴う抽選会の実施及び抽選結果の申込者

への通知に関すること。 

⑵ 募集案内等の作成に関すること。 

⑶ その他前号に附帯する事務に関すること。 

３ 業務内容 

⑴ 入居者の公募に関する業務 

① 定期公募（５月・８月・１１月・２月） 

 ア 募集住宅一覧表及び閲覧用間取り図の作成補助、印刷、住宅政策課及び各区建築課等へ送付（

抽選会の案内の案の作成含む） 

 イ 市役所２階講堂で抽選会を実施 

 ウ 抽選結果通知書を応募者全員に送付 

② 常時公募（毎月２０日頃） 

  募集住宅一覧表及び閲覧用間取り図の作成補助、印刷、住宅政策課及び各区建築課等へ送付 

③ 店舗公募（７月・１月） 

 ア 募集案内の印刷、住宅政策課及び各区建築課へ送付 

 イ 抽選会の案内の案の作成、印刷、住宅政策課及び各区建築課へ送付 

 ウ 市役所の会議室で抽選会を実施 

 エ 抽選結果通知書を応募者全員に送付 

⑵ 募集案内等の作成に関すること。 

 ① 「入居者募集案内」の作成補助、印刷、住宅政策課及び各区建築課へ送付 

 ア 定期・常時公募用 

イ 特賃住宅用 

 ② 「住まいのしおり」の作成補助、印刷、住宅政策課及び各区建築課へ送付 

 ③ 「市営住宅だより」（年２回）の作成補助、印刷、住宅政策課及び各区建築課への送付及び一般財

団法人広島市都市整備公社への納入 

⑶ 「公営住宅等団地分布図」の作成を補助、印刷、住宅政策課へ送付 

⑷ 請書（市営住宅用、特賃住宅用、店舗用、駐車場用の４種類）及び住宅管理人委嘱書の印刷、各区

建築課への送付 

⑸ その他前号に附帯する事務に関すること 

４ 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あ

らかじめ書面により甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

⑴ 乙は、業務の全部又は一部を第三者に委任し、若しくは請け負わせてはならない。ただし、業務の執

行にあたり、直接処理することが困難な場合又は外注処理が効果的な場合等甲の認める業務については
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、この限りでない。 

⑵ 前項に規定するもののほか、乙は、業務の一部を次のいずれかに掲げる者に直接、委任し、又は請け

負わせてはならない。 

① 本市競争入札参加資格の取消しを受けた者で、本市競争入札に参加することができない期間を経過

しないもの 

  ② 広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱により指名停止の措置を受けた者で、指名停止の期間

が経過しないもの 

⑶ 乙は、前項各号に掲げる者以外の者に業務の一部を委任し、又は請け負わせた場合においては、当該

一部の業務の全部又は一部を、同項各号に掲げる者に再委任し、又は再下請負させてはならない。 

⑷ 乙は、受任者又は下請負人を定めたときは、直ちに当該者の商号又は名称その他必要な事項を甲に通

知するとともに、第３項各号のいずれかに該当する者がいないことの確認を受けなければならない。 

５ 乙は、業務を履行するに当たっては、労働関係諸法その他関係法規を遵守するとともに、法令上のすべ

ての責任を負うものとする。 

６ 甲は、必要があると認めたときは、乙に業務に関する資料若しくは報告書を提出させ、又は乙の業務の

実施状況を調査し、若しくは検査することができる。 

⑴ 甲は、前項の検査等により、必要があると認めたときは、乙に対し、必要な措置を採ることを求める

ことができる。 

７ 甲は、業務の執行に必要な備品、関係書類及び図面等については、乙に貸付等しなければならない。 

⑴ 乙は、前項の規定により貸与等された備品等については、善良なる管理者の注意をもって使用するも

のとする。 

８ 乙は、各月末日までに完了した業務について、翌月１０日までに甲に報告するものとする。ただし、３

月分は３月３１日までに報告するものとする。 

９ 乙は、業務を実施する際、次に掲げる事態が発生した場合は、直ちに甲に報告しなければならない。 

⑴ 事故が発生し、又はそのおそれがある場合 

⑵ 施設及び物品の全部又は一部が滅失、損傷又は亡失した場合 

⑶ その他業務の履行に支障を及ぼす事態が発生し、又はそのおそれがある場合 

10 乙は、その責めに帰すべき理由により、第三者に損害を与えたときは、乙の負担において、その損害を

賠償しなければならない。 

⑴ 前項第２号の滅失、損傷又は亡失が乙の責めに帰すべき事由により生じたときは、乙はこれを原状に

復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

11 この仕様書に疑義があるとき、又は定めのない事項については、甲・乙が協議して定めるものとする。 
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募集住宅一覧表等印刷実績 

印 刷 物 
部  数 

令和４年度 令和５年度 

入居者募集案内 
定期・常時公募用 18,000部 18,000部 

特賃住宅用 400部 400部 

住まいのしおり 1,200部 1,200部 

市営住宅だより 
１２月１日号 13,500部 13,500部 

４月１日号 13,500部 13,500部 

公営住宅等団地分布図 100部 100部 

合 計 46,700部 46,700部 

 

応募者数（抽選結果通知書数）実績 

公募 
応募者数 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

定期公募・常時公募 5,212人 5,323人 5,362人 

店舗公募 35人 55人 54人 

合 計 5,247人 5,378人 5,416人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 参 考 》 
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中区役所及び南区役所における応募申込の受付業務 

１ 乙は、当該業務を行うにあたり、この業務が市民に対する市営住宅等への入居の機会の公平を図るもの

であることを認識して、適正に業務を行わなければならない。 

２ 業務の範囲は、次の各号に掲げるものとし、甲が別に定める規定等に基づき行う。 

⑴ 中区役所及び南区役所における応募申込の受付等に関する事務 

① 窓口及び郵送での受付、一次審査事務に関すること。 

② 市営住宅総合管理システムへの応募データの入力事務に関すること。 

③ 重複申し込み及び持ち玉のチェック事務に関すること。 

④ 二次審査事務に関すること。 

⑤ 申込辞退者、入居辞退者、失格者に関する業務 

⑥ 県営住宅の応募申込の受付事務に関すること。 

⑵ その他前号に附帯する事務に関すること。 

３ 業務内容 

⑴ 中区役所及び南区役所における応募申込の受付等に関する事務 

  応募申込の受付等事務を行うため、次に掲げる業務を、甲が別に定める規定等に基づき行う。 

① 応募申込の種類、受付等の時期 

ア 定期公募               ５月・８月・１１月・２月 

 イ 常時公募（特賃住宅を含む）      毎月 

 ウ 店舗公募（倉庫の常時公募別途有）   ７月・１月 

 エ 附設駐車場公募（新設、既設）     随時 

オ 特記事項 

本業務に併せて、県営住宅の定期公募（６月・１０月・２月）の受付業務を委託する。 

② 窓口及び郵送での受付、一次審査事務 

    ア 会場設営、案内掲示や受付簿等の準備及び撤収 

イ 窓口及び郵送での受付 

ウ 一次審査 

エ 必要に応じ申込者への連絡 

オ 市営住宅総合管理システムへの応募データの入力 

カ 当日受付分の完了の甲への報告 

   ③ 重複申し込み及び持ち玉のチェック等 

ア 甲の作成した重複申込等リストにより申込書を確認 

イ 必要に応じ申込者への連絡 

ウ 必要に応じ訂正等 

エ 申込み内容の再チェック、申込者の確定、一次審査の終了、終了の報告、他区分の申込書の送付 

   ④ 二次審査事務 

ア 二次審査日の入居候補者への通知 

    イ 二次審査及び必要に応じ申込者へ追加資料の提出指示 

    ウ 入居者決定資料の調製、暴力団照会に関する準備、甲への送致 

エ 入居予定者決定通知書の送付 

    オ それぞれの事務の中で、申込辞退者及び入居辞退者が発生した場合は、申込辞退届、入居辞退

届を申込者から徴し、応募データ入力のうえ、甲に報告する。 
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    カ それぞれの事務の中で、失格者が発生した場合は、書類を調整し応募データ入力のうえ、甲へ

報告し、甲の決定後、失格通知書を送付 

    キ 繰り上げ当選に関する業務 

⑵ その他前号に附帯する事務 

 ① 窓口での市民への募集案内等の配布 

 ② 窓口及び電話での市民からの募集に関する問い合わせへの対応 

③ 申込予定住宅の下見の案内 

  ただし、特賃住宅及び申込希望者又は同居予定者が障害者の場合に限る。 

 ④ 応募申込に関する苦情及びクレーム対応  

⑤ その他 

４ 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あ

らかじめ書面により甲の承諾を得た場合は、この限りでない。 

⑴ 乙は、業務の全部又は一部を第三者に委任し、若しくは請け負わせてはならない。ただし、業務の執

行にあたり、直接処理することが困難な場合又は外注処理が効果的な場合等甲の認める業務については

、この限りでない。 

⑵ 前項に規定するもののほか、乙は、業務の一部を次のいずれかに掲げる者に直接、委任し、又は請け

負わせてはならない。 

① 本市競争入札参加資格の取消しを受けた者で、本市競争入札に参加することができない期間を経過

しないもの 

  ② 広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱により指名停止の措置を受けた者で、指名停止の期間

が経過しないもの 

⑶ 乙は、前項各号に掲げる者以外の者に業務の一部を委任し、又は請け負わせた場合においては、当該

一部の業務の全部又は一部を、同項各号に掲げる者に再委任し、又は再下請負させてはならない。 

⑷ 乙は、受任者又は下請負人を定めたときは、直ちに当該者の商号又は名称その他必要な事項を甲に通

知するとともに、第２項各号のいずれかに該当する者がいないことの確認を受けなければならない。 

５ 乙は、業務を履行するに当たっては、労働関係諸法その他関係法規を遵守するとともに、法令上のすべ

ての責任を負うものとする。 

６ 甲は、必要があると認めたときは、乙に業務に関する資料若しくは報告書を提出させ、又は乙の業務の

実施状況を調査し、若しくは検査することができる。 

⑴ 甲は、前項の検査等により、必要があると認めたときは、乙に対し、必要な措置を採ることを求める

ことができる。 

７ 甲は、業務の執行に必要な備品、関係書類及び図面等については、乙に貸付等しなければならない。 

⑴ 乙は、前項の規定により貸与等された備品等については、善良なる管理者の注意をもって使用するも

のとする。 

８ 乙は、各月末日までに完了した業務について、翌月１０日までに甲に報告するものとする。ただし、３

月分は３月３１日までに報告するものとする。 

９ 乙は、業務を実施する際、次に掲げる事項が発生した場合は、直ちに甲に報告しなければならない。 

⑴ 定期公募及び店舗公募において、その日の応募申込事務が終了したとき 

⑵ 常時公募において、申込があった場合 

⑶ 苦情及びクレームの内、甲の対応が必要な事態が想定される場合 

⑷ その他業務の履行に支障を及ぼす事態が発生し、又はそのおそれがある場合 
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10 乙は、その責めに帰すべき理由により、第三者に損害を与えたときは、乙の負担において、その損害を

賠償しなければならない。 

11 この仕様書に疑義があるとき、又は定めのない事項については、甲・乙が協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

応募者（受付）数実績 

公募 区名 
応募者数 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

定期公募・常時公募 
中区 1,465人 1,767人 1,671人 

南区 1,255人 1,348人 1,267人 

店舗公募 
中区 21人 17人 9人 

南区 0人 17人 20人 

合 計 2,741人 3,149人 2,967人 

 

《 参 考 》 


